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竹
原
市
の
財
政
事
情

　
　
～
平
成
27
年
度
決
算
及
び
平
成
28
年
度
上
半
期
予
算
執
行
状
況
～

　

平
成
27
年
度
一
般
会
計
決
算
額

は
、
歳
入
125
億
７
，
４
９
０
万

円

で
、

前

年

度
（

121

億

５
，

５
５
７
万
円
）
よ
り
４
億
１
，

９
３
３
万
円
（
３
・
４
％
）
増
加

し
、
歳
出
124
億
５
，
２
４
７
万
円

で
、
前
年
度
（
120
億
５
７
７
万
円
）

よ
り
４
億
４
，
６
７
０
万
円
（
３
・

７
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
翌
年
度
に
繰
り
越
す
財

源
を
除
い
た
実
質
収
支
（
※
Ｐ
９

こ
の
言
葉
？
？
参
照
）
は
、
７
，

８
２
０
万
円
の
黒
字
と
な
っ
て
い

ま
す
。

【
歳
入
】

　

歳
入
の
主
な
も
の
と
し
て
、
市

税
は
37
億
２
，
５
８
６
万
円
で
、

固
定
資
産
税
の
減
少
等
に
よ
り
、

前
年
度
（
37
億
９
，
４
９
２
万
円
）

と
比
較
し
て
６
，
９
０
６
万
円

（
１
・
８
％
）
の
減
少
と
な
っ
て
い

ま
す
。

一
般
会
計
決
算
状
況

　

地
方
交
付
税
は
、
27
億
４
，

１

１

８

万

円

で
、

前

年

度

（
25
億
７
，
２
４
７
万
円
）
と
比

較
し
て
、
１
億
６
，
８
７
０
万
円

（
６
・
６
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
、
13
億
９
，
８
５
７
万

円

で
、

前

年

度
（

12

億

３
，

８
３
９
万
円
）
と
比
較
し
て
、

１
億
６
，
０
１
８
万
円
（
12
・
９
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。

【
歳
出
】

　

歳
出
の
主
な
も
の
と
し
て
、
総

務
費
は
14
億
４
，
１
５
７
万
円

で
、
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
対

応
シ
ス
テ
ム
整
備
事
業
等
の
増

加
に
よ
り
、
前
年
度
（
13
億
４
，

８
９
７
万
円
）
と
比
較
し
て
、
９
，

２
６
０
万
円
（
６
・
９
％
）
増
加

し
て
い
ま
す
。

　

民

生

費

は
、

46

億

１
，

６
４
１
万
円
で
、
臨
時
福
祉
給
付

金
給
付
事
業
等
の
減
少
に
よ
り
、

前
年
度
（
47
億
２
，
３
２
８
万
円
）

と
比
較
し
て
、
１
億
６
８
７
万
円

（
２
・
３
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

　

土

木

費

は
、

11

億

６
，

２
４
６
万
円
で
、
土
地
区
画
整
理

事
業
等
の
減
少
に
よ
り
、
前
年
度

（
12
億
３
４
１
万
円
）
と
比
較
し

て
、
４
，
０
９
５
万
円
（
３
・
４
％
）

減
少
し
て
い
ま
す
。

　

教
育
費
は
、
17
億
６
１
２
万

円
で
、
忠
海
中
学
校
区
小
中
一

貫
校
施
設
整
備
事
業
等
の
増
加

に
よ
り
、
前
年
度
（
14
億
１
，

７
５
５
万
円
）
と
比
較
し
て
、

２
億
８
，
８
５
７
万
円
（
20
・
４
％
）

増
加
し
て
い
ま
す
。

▼図１　平成 27 年度の一般会計決算状況

問
い
合
わ
せ

　

財
政
課
財
政
係

　

☎
22-

７
７
３
１

※各費目、構成比の合計は、端数

　処理の関係で全体の計と一致し

　ない場合があります。
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平
成
27
年
度
末
の
市
債
残
高
は
、

117
億
３
，
３
０
２
万
円
で
、
前
年
度

（
111
億
８
，
５
４
０
万
円
）
と
比
較

し
て
５
億
４
，
７
６
２
万
円
（
４
・

９
％
）
増
加
し
て
い
ま
す
。
増
加
の

主
な
要
因
は
、
忠
海
中
学
校
区
小
中

一
貫
校
施
設
整
備
事
業
等
の
実
施

に
よ
っ
て
、
市
債
発
行
額
が
増
加
し

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

市
債
残
高
の
増
加

特
別
会
計
決
算
状
況

　

特
別
会
計
の
決
算
状
況
は
、
表

１
の
と
お
り
で
す
。

会計名 歳入 歳出

国民健康保険 41 億 6,801 万円 41 億 6,629 万円

貸付資金 1,194 万円 1,194 万円

港湾事業 4,288 万円 3,482 万円

公共下水道事業 7 億 24 万円 7億 24 万円

公共用地先行取得事業 0 円 0 円

介護保険 32 億 6,599 万円 31 億 9,688 万円

後期高齢者医療 4 億 1,579 万円 4億 1,509 万円

▼表１　平成 27 年度の特別会計決算

住民一人当たりの使い道は？

平成 27 年度末人口 26,999 人で算出。

合計額　461,220 円

 民生費

170,985 円

 総務費

53,393 円

 公債費

36,017 円

農林水産業費

13,450 円

 労働費

2,559 円

 議会費

5,921 円

災害復旧費

　204 円

 土木費

43,056 円

 教育費

63,192 円

 消防費

19,509 円

 商工費

18,409 円

 衛生費

34,525 円

　

平
成
27
年
度
末
時
点
の
基
金
残

高
は
35
億
１
，
８
５
２
万
円
で
、

前
年
度
（
36
億
１
，
５
５
９
万
円
）

と
比
較
し
て
、
９
，
７
０
７
万
円

（
２
・
７
％
）
減
少
し
て
い
ま
す
。

減
少
の
主
な
要
因
は
、
財
政
調
整

基
金
、
都
市
基
盤
整
備
基
金
の
取

り
崩
し
に
よ
る
も
の
で
す
。

基
金
残
高
の
減
少

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
経

常
収
支
比
率
（
※
こ
の
言
葉
？
？
参

照
）
は
、
平
成
27
年
度
は
97
・
１
で

前
年
度
（
98
・
２
）
と
比
較
し
て
、
１
・

１
ポ
イ
ン
ト
減
少
し
て
い
ま
す
。
地

方
交
付
税
等
経
常
的
収
入
の
増
加

が
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

財
政
構
造
の
弾
力
性

持
続
的
な
財
政

　
　
運
営
に
向
け
て

　

今
後
も
人
口
減
少
・
少
子
高
齢
化

の
進
行
に
よ
る
社
会
保
障
関
連
経
費

や
、
老
朽
化
し
た
施
設
等
に
対
応
す

る
経
費
の
増
加
が
見
込
ま
れ
て
い
ま

す
。
限
ら
れ
た
財
源
で
最
大
の
効
果

が
出
る
よ
う
創
意
工
夫
の
も
と
、
住

み
よ
さ
を
高
め
る
た
め
の
効
果
的
な

施
策
に
取
組
ん
で
い
き
ま
す
。

こ
の
言
葉
？
？

○
実
質
収
支

　

形
式
収
支
（
単
純
に
歳
入

総
額
か
ら
歳
出
総
額
を
除
い

た
も
の
）
か
ら
翌
年
度
に
繰

り
越
す
べ
き
財
源
を
控
除
し

た
決
算
額
。
実
質
的
な
収
入

と
支
出
の
差
額
を
示
す
も
の

で
す
。

○
経
常
収
支
比
率

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示

す
指
標
。
こ
の
比
率
が
高
い

ほ
ど
経
常
的
経
費
が
占
め
る

割
合
が
高
く
、
臨
時
的
な
財

政
需
要
に
使
用
で
き
る
一
般

財
源
が
少
な
い
こ
と
を
示
し

ま
す
。
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財
政
健
全
化
判
断
比
率
に
つ
い

て
は
、
表
２
の
と
お
り
で
す
。　

平
成
28
年
度
上
半
期

の
予
算
執
行
状
況

　

平
成
28
年
度
９
月
末
現
在
の

一
般
会
計
予
算
額
は
、
132
億
３
，

７
５
１
万
円
で
、
収
入
済
額
は

54
億
６
，
６
１
６
万
円
（
執
行

率
41
・
３
％
）
、
支
出
済
額
は

45
億
２
，
２
５
４
万
円
（
執
行
率

34
・
２
％
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
般
会
計
の
款
別
予
算
執
行
状
況

及
び
各
特
別
会
計
の
予
算
執
行
状
況

は
図
２
及
び
表
３
の
と
お
り
で
す
。

財
政
健
全
化
判
断

比
率
の
状
況

	

健全化判断比率
平成 27
年度指標

平成 26
年度指標

早期健全
化基準

財政再
生基準

①実質赤字比率 赤字なし※ 赤字なし※（13.98）（20.00）

②連結実質赤字比率 赤字なし※ 赤字なし※（18.98）（30.00）

③実質公債費比率 7.5 7.5 （25.0）（35.0）

④将来負担比率 45.2 36.9 （350.0） －

▼表２　健全化判断比率

▼図２　平成 28 年度上半期の一般会計予算執行状況

▼表３　平成 28 年度上半期の特別会計予算執行状況

　

健
全
化
判
断
比
率
は
、
そ
れ
ぞ

れ
財
政
再
生
基
準
、
早
期
健
全
化
基

準
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、
こ
れ
ら
の

基
準
を
上
回
っ
た
団
体
は
、
財
政
健

全
化
計
画
の
策
定
等
が
義
務
付
け

ら
れ
ま
す
。
竹
原
市
は
い
ず
れ
の
指

標
も
基
準
を
下
回
っ
て
い
ま
す
。

※実質赤字額及び連結実質赤字額はないため、赤字な

　しと記載しています。

※①～④の用語の説明は「この言葉？？」をご覧ください。

歳入 歳出

会計名 予算現額 収入済額 収入率 支出済額 執行率

国民健康保険 41 億 7,755 万円 13 億 6,416 万円 32.7％ 16 億 9,819 万円 40.7％

貸付資金 960 万円 464 万円 48.3％ 579 万円 60.3％

港湾事業 3,900 万円 2,320 万円 59.5％ 1,632 万円 41.8％

公共下水道事業 6 億 7,800 万円 2,553 万円 3.8％ 2 億 3,451 万円 34.6％

公共用地先行取得事業 1,000 円 0 円 0.0％ 0 円 0.0％

介護保険 33 億 2,711 万円 12 億 3,596 万円 37.1％ 12 億 9,231 万円 38.8％

後期高齢者医療 4 億 7,700 万円 1億 3,412 万円 28.1％ 1 億 9,300 万円 40.5％

この言葉？？

①実質赤字比率
　一般会計等についての赤字額
を標準財政規模で除したもの。
②連結実質赤字比率
　市の全ての会計の赤字額と
黒字額を合算して、その赤字額
を標準財政規模で除したもの。
③実質公債費比率
　一般会計等の支出のうち、
公債費や公債費に準じた経費
（公債費にあてるための繰出
金等）を標準財政規模で除し
たもの。
④将来負担比率
　一般会計等が将来負担する
こととなっている実質的な負債
（地方債償還や退職手当等）か
ら、負債の償還に充当可能な基
金等の残高を控除したものを標
準財政規模で除したもの。
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収　　入 区　分 支　　出

問い合わせ  水道課庶務係  ☎２２-７７６８

水
道
事
業
会
計

平
成
27
年
度
の
決
算

　

水
道
事
業
の
会
計
は
、
事
業
経

営
に
伴
う
収
益
的
収
入
及
び
支
出

と
、
水
道
施
設
耐
震
化
工
事
・
老

朽
管
更
新
事
業
や
、
企
業
債
の
償

還
に
要
す
る
資
本
的
収
入
及
び
支

出
か
ら
構
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

●
収
益
的
収
支
（
消
費
税
抜
き
）

　

収
入
総
額
８
億
５
，
３
５
４
万

３
，
１
４
４
円
に
対
し
、
支
出
総

額
７
億
１
，
８
５
７
万
７
７
１
円

で
、
差
引
当
年
度
純
利
益
１
億

３
，
４
８
７
万
２
，
３
７
３
円
と

な
り
ま
し
た
。

●
資
本
的
収
支
（
消
費
税
込
額
）

　

収
入
総
額
２
，
１
９
４
万
９
，

３
３
１
円
に
対
し
、
支
出
総
額

２
億
８
，
６
３
９
万
２
，
４
６
５

円
で
、
差
引
不
足
額
に
つ
い
て

は
、
積
立
金
や
損
益
勘
定
留
保
資

金(

収
益
的
支
出
の
現
金
支
出
を

伴
わ
な
い
資
金)

な
ど
で
補
て
ん

し
ま
し
た
。

この言葉？？

①給水人口

　水道により給水を受けている人口

②水道普及率

　市の人口に対する給水人口の割合

③有収率

　給水量に対する料金徴収の対象と

なった水量の割合

④年間総給水量

　１年間で市内に送り出した水量

  平成 28 年度水道事業会計上半期の予算執行状況
　　　　　予算額　　　　　収入済額　　　　　支出済額

5,714 万円

8億 2,908 万円

 4 億 608 万円

資本的

収支
3億 3,095 万円

収益的

収支
8億 5万円

2億 2,143 万円

1,525 万円

0万円

収益的収入 収益的支出

資本的収入 資本的支出

業務量

（平成 28 年３月 31 日現在）

給水人口

26,760 人

給水戸数

12,407 戸

水道普及率

99.1％

有収率

88.3％

年間総給水量

6,145,891 ㎥

１日最大給水量

21,036 ㎥

１日平均給水量

16,792 ㎥／日

合計
8 億 5,354 万円

合計
7 億 1,857 万円

合計
2,195 万円

合計
2 億 8,639 万円


